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――2010 年代早くも 2 つめの大規模教育政策―― 
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フィリピン教育界が〝忙しい〟 
 
2017 年 8 月 3 日（木）、経済官僚らとの打ち合
わせを夕方に終えたロドリゴ・ドゥテルテ大統領
は共和国法（RA）第 10931 号、正式には「Universal 




















無償化の対象となる 112 の国公立大学（SUCs: 















務課程となり、中等教育は旧来の 4 年制から 6 年
制に延長される。中等教育は 4 年間が中学校（JHS: 
junior high schools）と呼ばれ、追加で 2 年間の高
校（SHS: senior high schools）が新規に設置される
（Okabe 2013; 2018, Adarlo 2017）。教育暦 2017


















































23 日までの報道によると、平均して 1 大学ごとに






















































































                                                        




局（Philippine Statistics Authority: PSA）が実施し
ている全国レベルの標本調査「年次貧困指標調査」
（Annual Poverty Indicator Survey: APIS）から、











在学中の学生たちを特定し、SUCs か PUCs のど
ちらに通っているのかに分類する。さらに、大学




得分位、縦軸に学生の割合を図 1 に図示した。 























図 1 所得分位別の国公立・私立大学の学生の割合 
（n=2012） 
 











                                                        
2 最新の APIS を用いた確認だけでなく、もちろん近年の経時的な変化を見ることも重要である。例えば、カバ
ーしているのは 2000 年初頭までだが、その過去四半世紀のトレンドを労働市場と教育分野についてレビューし








4 なお、被説明変数について 3 つの状態が対等な選択肢ではなく、まず{大学に通えるか、通えないか}の二択
があり、さらにその選択の確率のもとで大学に通ったとして、さらに{SUCs か、PUCs か}という二択がある、
と被説明変数の構造を捉えられるかもしれない。そこで、多項ロジットではなく逐次ロジット（sequential logit）
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表 1 基本統計量 
説明変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 
年齢 19.050 2.813 15 24 
性別（女性=1） 0.464 0.499 0 1 1 人当たり所得（対数） 9.764 0.792 7.226 14.186 
低所得階層(=1) 0.369 0.483 0 1 
マニラ在住(=1) 0.113 0.317 0 1 
世帯主の年齢 49.567 11.804 15 90 
世帯主学歴（大学 4 年以上=1） 0.095 0.293 0 1 




表 2 多項ロジットモデルによる推定結果   モデル(1)  モデル(2)   SUCs 在学 PUCs 在学  SUCs 在学 PUCs 在学 
本人属性：       年齢 –0.613*** –0.461***  –0.603*** –0.413***   [0.01] [0.02]  [0.01] [0.01]  性別（女性=1） 0.256*** 0.153**  0.263*** 0.169**   [0.06] [0.07]  [0.06] [0.07] 
世帯属性：       1 人当たり所得（対数） 0.445*** 1.489***      [0.04] [0.05]     低所得階層（=1）    –0.606*** –2.136***      [0.06] [0.11]  マニラ在住（=1） –0.074 –0.127  –0.0134 0.151   [0.09] [0.10]  [0.09] [0.10]  世帯主の年齢 0.006** 0.013***  0.005** 0.013***   [0.00] [0.00]  [0.00] [0.00]  世帯主学歴（大学 4 年以上=1） 0.447*** 0.438***  0.505*** 0.670***   [0.10] [0.12]  [0.10] [0.11] 
定数項  –8.383***   6.034***    [0.50]   [0.31] 
疑似決定係数 0.2455  0.2222 
対数尤度 –6632.285  –6837.0709 
観測された標本数 9408  9408 * p<0.1; ** p<0.05; *** p<0.01.      
（注）角括弧内は不均一分散に頑健な White の標準誤差。 


























































授 業 料 を 一 律 ゼ ロ 化 す る も の で 、 条 件 な し
（unconditional）の補助金である。しかし、フィ
リピンでは、中南米で特に実績を上げてきた CCT
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